
 
 
 

平３０年３月 第１回市議会定例会 

議案等概要 

 

１ 日  程 

（１） 招 集 告 示        ２月 ２３日（金） 

 

（２） 開 会         ３月  ６日（火） 

２  提出案件 

(１) 報 告           ４件 

  １ 専 決 処 分           ４件 

  

 (２) 議       案          ４８件 

１ 条 例         ２２件 

２ 予 算         １０件 

３ 市 道 の 認 定 等          ３件 

４ 訴 え の 提 起          ２件 

５ 補 正 予 算（追加議案）    ９件 

６ 人 事（最終日追加議案） ２件 

  

 

 

計               ５２件 

 

 

 

土 浦 市 
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提 出 案 件 一 覧 

報 告 

【専決処分 ４件】 

１  報告第 １号 専決処分の報告について（常磐線土浦・神立間６５Ｋ９７８Ｍ付近横断水路新

設工事の施工協定の一部を変更する協定の締結につ

いて） 

２ 報告第 ２号 専決処分の報告について（和解について） 

３ 報告第 ３号 専決処分の報告について（和解について） 

４ 報告第 ４号 専決処分の報告について（和解について） 

 

議 案 

【条例 ２２件】  

１ 議案第 １号 土浦市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部改正について 

２ 議案第 ２号 土浦市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

３ 議案第 ３号 土浦市国民健康保険税条例の一部改正について 

４ 議案第 ４号 土浦市手数料条例の一部改正について 

５ 議案第 ５号 土浦市基金設置条例の一部改正について 

６ 議案第 ６号 土浦市印鑑条例の一部を改正する条例の一部改正について 

７ 議案第 ７号 土浦市廃棄物の処理及び再利用に関する条例等の一部改正について 

８ 議案第 ８号 土浦市災害見舞金等支給条例の一部改正について 

９ 議案第 ９号 土浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

10 議案第１０号 土浦市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

11 議案第１１号 土浦市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例の一部改正について 

12 議案第１２号 土浦市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部

改正について 

13 議案第１３号 土浦市介護保険条例の一部改正について 

14 議案第１４号 土浦市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

15 議案第１５号 土浦市国民健康保険条例の一部改正について 

16 議案第１６号 土浦市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部改正について 

17 議案第１７号 土浦市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部改正につ

いて 

18 議案第１８号 土浦市都市公園条例の一部改正について 

19 議案第１９号 土浦市生涯学習館条例の一部改正について 

20 議案第２０号 土浦市放課後児童クラブ条例の一部改正について 

21 議案第２１号 土浦市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について  
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22 議案第２２号 土浦市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の制定について 

【予算 １０件】 

１ 議案第２３号 平成３０年度土浦市一般会計予算 

２ 議案第２４号 平成３０年度土浦市公共用地先行取得事業特別会計予算 

３ 議案第２５号 平成３０年度土浦市駐車場事業特別会計予算 

４ 議案第２６号 平成３０年度土浦市国民健康保険特別会計予算 

５ 議案第２７号 平成３０年度土浦市後期高齢者医療特別会計予算 

６ 議案第２８号 平成３０年度土浦市介護保険特別会計予算 

７ 議案第２９号 平成３０年度土浦市下水道事業特別会計予算 

８ 議案第３０号 平成３０年度土浦市農業集落排水事業特別会計予算 

９ 議案第３１号 平成３０年度土浦市土浦駅前北地区市街地再開発事業特別会計予算 

10 議案第３２号 平成３０年度土浦市水道事業会計予算 

 

【市道の認定等 ３件】 

１ 議案第３３号 市道の路線の認定について 

２ 議案第３４号 市道の路線の変更について 

３ 議案第３５号 市道の路線の廃止について 

 

【訴えの提起 ２件】 

１ 議案第３６号 訴えの提起について 

２ 議案第３７号 訴えの提起について 

 

【補正予算 ９件】（追加議案） 

 １ 議案第３８号 平成２９年度土浦市一般会計補正予算（第６回） 

 ２ 議案第３９号 平成２９年度土浦市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１回） 

３ 議案第４０号 平成２９年度土浦市駐車場事業特別会計補正予算（第２回） 

４ 議案第４１号 平成２９年度土浦市国民健康保険特別会計補正予算（第２回） 

５ 議案第４２号 平成２９年度土浦市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２回） 

６ 議案第４３号 平成２９年度土浦市介護保険特別会計補正予算（第３回） 

７ 議案第４４号 平成２９年度土浦市下水道事業特別会計補正予算（第３回） 

８ 議案第４５号 平成２９年度土浦市土浦駅前北地区市街地再開発事業特別会計補正予算 

         （第３回） 

９ 議案第４６号 平成２９年度土浦市水道事業会計補正予算（第２回） 

 

【人 事 ２件】(最終日：追加議案) 

１ 議案第４７号 土浦市教育委員会委員の任命の同意について 

２ 議案第４８号 土浦市公平委員会委員の選任の同意について 
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平成３０年第１回市議会定例会 報告 
 

  

【専決処分 ４件】 

１ 報告第 １号 専決処分の報告について 

（常磐線土浦・神立間６５Ｋ９７８Ｍ付近横断水路新設工事の施工協定の

一部を変更する協定の締結について）         

名 称 常磐線土浦・神立間 65K978M付近横断水路新設工事 

工 事 場 所 土浦市木田余地内 

工 事 内 容 【鉄道施設】電力設備工事 軌道設備工事 信通設備工事 

 土木設備工事 

【都市施設】立坑仮設撤去 函体 仮設工 計測工 軌道整備 

      水道橋付替立抗仮設撤去 水道橋付替仮設工 

 ⇒ 変更なし 

協 定 金 額 変更前 871,316,000円 

変更後 870,964,053円 （351,947円の減） 

 

協 定 の 相 手 方 

 

茨城県水戸市三の丸 1丁目 4番 47号 

東日本旅客鉄道株式会社 

執行役員水戸支社長 輿石 逸樹 

※専決処分日：平成 30年 2月 5日 

 

２ 報告第 ２号 専決処分の報告について（和解について） 

公用車に係る物損事故の和解                          

 

 

  

事故発生年月日 平成 29年 8月 11日(金) 午後 0時 00分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市中高津一丁目 188番地先 

相 手 方 
つくば市 

女性   

原 因 ・ 状 況 等  
緊急走行中の公用車（ポンプ車）が，道路の左側に寄せ停車していた相手方

車両を追い越す際に接触し，車両の一部を破損させた。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 52,109円（相手方損害額 52,109円×100％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 29年 9月 25日 
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３ 報告第 ３号 専決処分の報告について（和解について） 

道路管理瑕疵に係る物損事故の和解                       

 

４ 報告第 ４号 専決処分の報告について（和解について） 

公用車に係る物損事故の和解                          

  

事故発生年月日 平成 29年 10月 11日(水) 午前 10時 30分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市粕毛 11番地先 

相 手 方 
土浦市 

女性   

原 因 ・ 状 況 等  
相手方車両が市道を走行中，舗装の剥離に後輪が接触し，車両の一部を破損

させた。 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 3,188円（相手方損害額 10,625円×30％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 29年 11月 14日 

事故発生年月日 平成 30年 1月 11日(木) 午後 10時 18分頃 

事 故 発 生 場 所  土浦市中高津一丁目 1517番地先 

相 手 方 
土浦市 

女性 

原 因 ・ 状 況 等  
公用車（救急車）が，傷病者を収容し，病院へ向かうため方向転換する際，

停車中の相手方車両に接触し，車両の一部を破損させた 

和 解 内 容 
土浦市の損害賠償額 191,975円（相手方損害額 191,975円×100％） 

その余の請求権の放棄 

専 決 処 分 日 平成 30年 2月 2日 
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平成３０年第 1回市議会定例会 議案 
 

【条例 ２２件】 

１ 議案第 １号 土浦市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部改正について    

 

  

改 正 の 趣 旨 年次休暇及び組合休暇の付与基準日を任用と統一するための改正等 

改正の主な内容 ● 年次休暇及び組合休暇の付与基準日の改正 

・（現行）1月 1日→（改正後）4月 1日 

※平成 30 年度に限り，平成 31 年 1月 1 日から 3月 31 日の前倒し分の付与について

規定（平成 30年 4月 1日に追加付与） 

年次休暇：年間 20日×3/12＝5日 

組合休暇：年間 30日×3/12＝7.5日（7日 4時間） 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 
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２ 議案第 ２号 土浦市職員の給与に関する条例等の一部改正について         

   

  

改 正 の 趣 旨 人事院勧告に基づき関係条例を一括改正 

改正の主な内容 ● 土浦市職員の給与に関する条例の改正 

①平成 29年 4月 1日から遡及適用 

 ・平成 29年 12月の勤勉手当率を 0.1月引上げ 

 ・給料表の改定※平均改定率 0.2％ 

②平成 30年 4月 1日から施行 

 ・6月の勤勉手当率を 0.05月引上げ 

・12月の勤勉手当率を 0.05月引下げ 

● 土浦市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の改正 

①平成 29年 4月 1日から遡及適用 

 ・平成 29年 12月の期末手当を 0.05月引上げ 

②平成 30年 4月 1日から支給 

 ・6月の期末手当を 0.025月引上げ 

 ・12月の期末手当を 0.025月引下げ 

● 土浦市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の改正 

①平成 29年 4月 1日から遡及適用 

 ・平成 29年 12月の期末手当を 0.05月引上げ 

②平成 30年 4月 1日から支給 

 ・6月の期末手当を 0.025月引上げ 

 ・12月の期末手当を 0.025月引下げ 

● 人事院勧告以外の改正 

②土浦市職員の給与に関する条例における職名等の見直し 

 

施 行 期 日  ①公布の日  ②平成 30年 4月 1日 

等級

1級

2級

3級

主管係長以外

主管係長

5級

6級

7級

8級

職務の内容

現行の職名

管
理
職

非
管
理
職

主査
4級

主事

主幹

係長

課長補佐

課長補佐

課長

参事

部長

主査（主管係長以外）

係長

改正後の職名

職務の内容

主事

主幹

主任

副参事

課長

参事

部長

 

（現　行） 6月期 12月期 合計
平成29年度勤勉手当 0.85月 0.85月 1.70月

（改正後） 6月期 12月期 合計
平成29年度勤勉手当 0.85月 0.95月 1.80月
平成30年度勤勉手当 0.90月 0.90月 1.80月
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３ 議案第 ３号 土浦市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

  

改 正 の 趣 旨 国民健康保険税の税率及び低所得者軽減措置に係る軽減額の改正 

改正の主な内容 ● 県への国民健康保険事業費納付金を支払うための保険税収入を確保するため、被

保険者に急激な負担増とならないよう配慮した上での税率の改正 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日施行 

旧 新

所得割 6.59% 7.26%

均等割 20,500円 22,800円

平等割 24,900円 28,300円

(特定世帯) 12,450円 14,150円

(特定継続世帯) 18,675円 21,225円

所得割 2.68% 2.36%

均等割 7,700円 7,600円

平等割 9,300円 9,500円

(特定世帯) 4,650円 4,750円

(特定継続世帯) 6,975円 7,125円

所得割 2.08% 2.04%

均等割 9,000円 9,100円

平等割 6,300円 6,400円

均等割 14,350円 15,960円

平等割 17,430円 19,810円

(特定世帯) 8,715円 9,905円

(特定継続世帯) 13,073円 14,858円

均等割 5,390円 5,320円

平等割 6,510円 6,650円

(特定世帯) 3,255円 3,325円

(特定継続世帯) 4,883円 4,988円

均等割 6,300円 6,370円

平等割 4,410円 4,480円

均等割 10,250円 11,400円

平等割 12,450円 14,150円

(特定世帯) 6,225円 7,075円

(特定継続世帯) 9,338円 10,613円

均等割 3,850円 3,800円

平等割 4,650円 4,750円

(特定世帯) 2,325円 2,375円

(特定継続世帯) 3,488円 3,563円

均等割 4,500円 4,550円

平等割 3,150円 3,200円

均等割 4,100円 4,560円

平等割 4,980円 5,660円

(特定世帯) 2,490円 2,830円

(特定継続世帯) 3,735円 4,245円

均等割 1,540円 1,520円

平等割 1,860円 1,900円

(特定世帯) 930円 950円

(特定継続世帯) 1,395円 1,425円

均等割 1,800円 1,820円

平等割 1,260円 1,280円

基礎分

支援分

介護分

２割軽減額

７割軽減額

基礎分

支援分

介護分

基礎分

支援分

介護分

項　目

５割軽減額

基礎分

支援分

介護分
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４ 議案第 ４号 土浦市手数料条例の一部改正について         

 

５ 議案第 ５号  土浦市基金設置条例の一部改正について   

 

６ 議案第 ６号 土浦市印鑑条例の一部を改正する条例の一部改正について    

 

  

改 正 の 趣 旨 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 人件費単価又は物価水準の変動、及び内容の変化に伴う改正 

○消防法 危険物施設の許可等に係る手数料の改正 

           ↓ 

○条例別表第 9 危険物関係消防手数料の改正 

 ・製造所，貯蔵所又は取扱所の設置の許可の申請に対する審査にかかる設置許可申

請手数料 20項目 

 ・製造所，貯蔵所又は取扱所の完成検査前検査にかかる検査手数料 19項目 

 ・特定屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所の保安に関する検査 11項目 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日施行 

改 正 の 趣 旨 
持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律

の施行に伴う改正 

改正の主な内容 ● 改正国民健康保険法が平成 30年 4月 1日に施行され，都道府県が財政運営の責任

主体となることに伴う土浦市国民健康保険財政調整基金の処分要件の改正 

・医療費の不足に関して定める処分要件の削除 

医療給付費の増加のリスクを市町村が負う必要がなくなるため。 

・保健施設事業の経費に充てる処分要件の削除 

 本市は，国保特別会計で行う保健施設事業を有しないため。 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

改 正 の 趣 旨 
窓口に個人番号カードを提示することで印鑑登録証明書を取得できるための規定の

追加 

改正の主な内容 ● 印鑑登録証に加え，個人番号カードによる交付申請の追加 

・個人番号カードによる交付申請に関する条項の追加（16条 2項，17条） 

施 行 期 日  公布の日 
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７ 議案第 ７号 土浦市廃棄物の処理及び再利用に関する条例等の一部改正について   

 

８ 議案第 ８号 土浦市災害見舞金等支給条例の一部改正について   

 

９ 議案第 ９号 土浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準
を定める条例の一部改正について   

 

  

改 正 の 趣 旨 受益者適正負担の原則に基づいたごみ処理手数料の改正 

改正の主な内容 ● ごみ処理原価に基づく見直し（処理施設に搬入するとき。） 

○平成 18年度から平成 27年度までの対象経費をごみ処理量で割り返し算出 

 ごみ処理原価：13,936,694,527円÷534,184t≠260円/10kg 

 ・家庭系ごみ：受容の度合い，ごみ処理有料化との均衡を考慮する。 

  現行 110円/10kg → 改正後 130円/10kg （20円増） 

 ・事業系ごみ等：ごみ処理原価相当額 

  現行 205円/10kg → 改正後 260円/10kg （55円増） 

 ※未施行の改正条例の一部改正を含む。 

施 行 期 日  平成 30年 10月 1日（改正条例の一部改正は公布の日） 

改 正 の 趣 旨 他の被災者支援金等との重複支給を避けるための改正 

改正の主な内容 ● 見舞金等を受給した者が次のいずれかを受給した場合の返還義務の追加 

・被災者生活再建支援金（国） 

・土浦市災害弔慰金 

・土浦市被災者生活再建支援金※（被災者生活再建支援金の上乗せ支援） 

※土浦市被災者生活再建支援金 

茨城県被災者生活再建支援補助事業は市町村を対象とする補助事業であるため，

被災者への支援金支給には市町村の支給要項が必要となることから，土浦市被災者

生活再建支援金支給要項（平成 30年 4月 1日施行）を制定予定 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

改 正 の 趣 旨 
就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の改正に伴

う改正 

改正の主な内容 ● 条例第 15条第 1項第 2号で引用する内閣府令の条文の改正 

就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の改正

により，条例で引用する特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準（内閣府令）の条文の繰下げがあったための改正 

「同条第 9条」→「同条第 11条」 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 
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10 議案第１０号 土浦市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基
準を定める条例の一部改正について          

  

改 正 の 趣 旨 
指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準（省令）の改正に

伴う改正 

改正の主な内容 ● 地域包括ケア強化法第 1条における介護保険法の改正に伴い省令が改正されたこ

とから，条例を同様の内容で改正 

○改正の目的 ・医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設 

       ・医療と介護の連携の強化 

       ・各種サービスの供給量の増大 

       ・自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現 

       ・地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

       ・多様な人材の確保と生産性の向上 

       ・制度の安定性・持続可能性の確保 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

サービスの種類 改正内容

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ・オペレーターに係る基準の見直し　等

夜間対応型訪問介護 ・オペレーターに係る基準の見直し　等

地域密着型通所介護
・共生型地域密着型通所介護の指定の基準の新設
・療養通所介護の定員数の見直し

認知症対応型通所介護 ・共用型認知症対応型通所介護の利用定員の見直し

看護小規模多機能型居宅介護
・指定に関する基準の緩和
・サテライト型事業所の基準の創設

地域密着型特定施設入居者生活介護 ・身体的拘束等の適正化のための基準の追加

認知症対応型共同生活介護 ・身体的拘束等の適正化のための基準の追加

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

・入所者の医療ニーズへの対応方針策定の義務規定の新設
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11 議案第１１号 土浦市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について          

 

12 議案第１２号 土浦市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支
援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め
る条例の一部改正について     

 

  

改 正 の 趣 旨 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（省令）

の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 地域包括ケア強化法第 1 条における介護保険法の改正に伴い省令が改正されたこ

とから，条例を同様の内容で改正 

○改正の目的 ・医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設 

       ・医療と介護の連携の強化 

       ・各種サービスの供給量の増大 

       ・自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

改 正 の 趣 旨 
指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準（省令）の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 地域包括ケア強化法第 1 条における介護保険法の改正に伴い省令が改正されたこ

とから，条例を同様の内容で改正 

○改正の目的 ・医療と介護の連携の強化 

       ・公正中立，質の高いケアマネジメントの推進 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

サービスの種類 改正内容

認知症対応型通所介護 ・共用型認知症対応型通所介護の利用定員の見直し

認知症対応型共同生活介護 ・身体的拘束等の適正化のための基準の追加

サービスの種類 改正内容

居宅介護支援
・医療と介護の連携の強化
・障害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携の努力規定　等
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13 議案第１３号 土浦市介護保険条例の一部改正について            

 

  

改 正 の 趣 旨 
3年を 1期とする「介護保険事業計画(第 7次)」に基づき，平成 30年から平成 32年

までの保険料額についての改正 

改正の主な内容 ○平成 30年度から平成 32年度までの保険料年額は以下のとおりとする 

 基準額 

  改正前 60,000円(月 5,000円/月) → 改正後 67,200円(月 5,600円/月) 

 

 

○段階別保険料表 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

基準額 × 割合 ＝

1

世帯全員が市民税非課税で，本人の前年の合計所得金
額と課税対象となる年金収入額の合計が80万円以下又
は，老齢福祉年金受給者，生活保護を受けている方

67,200 × 0.4 ＝ 26,800

2

世帯全員が市民税非課税で，本人の前年の合計所得金
額と課税対象となる年金収入額の合計が80万円超120万
円以下の方

67,200 × 0.75 ＝ 50,400

3

世帯全員が市民税非課税で，本人の市民税が非課税で，
前年の合計所得金額と課税対象となる年金収入額の合
計が120万円超の方

67,200 × 0.75 ＝ 50,400

4

同じ世帯に市民税課税者がいるが，本人の市民税が非課
税で，前年の合計所得金額と課税対象となる年金収入額
の合計が80万円以下の方

67,200 × 0.9 ＝ 60,400

5
同じ世帯に市民税課税者がいるが，本人の市民税が非課
税で，第４段階以外の方 67,200 基準 67,200

6
市民税課税(合計所得120万円未満)の方

67,200 × 1.15 ＝ 77,200

7
市民税課税(合計所得120万円以上200万円未満)の方

67,200 × 1.25 ＝ 84,000

8
市民税課税(合計所得200万円以上300万円未満)の方

67,200 × 1.5 ＝ 100,800

9
市民税課税(合計所得300万円以上400万円未満)の方

67,200 × 1.6 ＝ 107,500

10
市民税課税(合計所得400万円以上500万円未満)の方

67,200 × 1.7 ＝ 114,200

11
市民税課税(合計所得500万円以上)の方

67,200 × 1.8 ＝ 120,900

算出方法
段階 対象者 保険料
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14 議案第１４号 土浦市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について     

 

15 議案第１５号 土浦市国民健康保険条例の一部改正について         

改 正 の 趣 旨 高齢者の医療の確保に関する法律の改正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 国民健康保険の住所地特例者が後期高齢者医療制度の被保険者となる場合の適用

に関する改正 

○国民健康保険の住所地特例者が 75 歳到達等により後期高齢者医療制度に加入する

場合の適用の変更 

（現 行）住所地特例とならず，現住所地の広域連合が保険者となる。 

（改正後）入所等が継続する間，前の住所地の広域連合が保険者となる。 

 

※国民健康保険の住所地特例 

 施設入所等により住所が移った者について，施設所在地で適用を受けることとした

場合，施設所在地の自治体が保険者となり，その財政負担が過大となり得ることか

ら，転入者を入所前の住所地で被保険者とする制度 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

改 正 の 趣 旨 
持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律

の施行に伴う改正 

改正の主な内容 ● 都道府県及び市町村の責務に応じた改正 

・平成 30 年 4 月 1 日に施行される改正国民健康保険法において，都道府県と市町村

がともに国民健康保険を行うと定められたことによる改正 

 第 1条 （現 行）市が行う国民健康保険 

     （改正後）市が行う国民健康保険の事務 

 第 2条 （現 行）国民健康保険運営協議会 

     （改正後）土浦市国民健康保険運営協議会 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 



14 

 

16 議案第１６号 土浦市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化

に関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部改

正について  

 

17 議案第１７号 土浦市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部改
正について   

  

改 正 の 趣 旨 
企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の改

正に伴う改正 

改正の主な内容 ● 根拠法令の名称及び用語の改正等に伴う条例名の変更及び文言の整理 

・法令名称 

 （現 行）企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律 

 （改正後）地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律 

・用語 

（現 行）同意企業立地重点促進区域 

 （改正後）工場立地特例対象区域 

・引用条項 

（現 行）第 10条 

 （改正後）第 9条 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

改 正 の 趣 旨 
仲の杜地区地区計画の都市計画決定及び田村・沖宿地区地区計画の都市計画変更に伴

う改正 

改正の主な内容 ● 地区整備計画区域に仲の杜地区地区計画を追加する改正 

・地区整備計画区域 

 別表第 1に名称及び区域を追加 

・建築物等の制限に関する事項 

 別表第 2に計画地区及び制限を追加 

● 建築基準法の改正に伴う文言の整理 

・建築基準法の改正に伴う別表第 2の引用条項の整理 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 
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18 議案第１８号 土浦市都市公園条例の一部改正について    

 

19 議案第１９号 土浦市生涯学習館条例の一部改正について      

        

  

条 例 の 趣 旨 都市公園法施行令の改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 運動施設に関する制限について条例で定めることとされたことによる改正 

・ひとつの都市公園に設ける運動施設の敷地面積の総計の当該都市公園の敷地面積に

対する割合の参酌基準化 

   政令による制限割合：50/100 

        ↓ 

 当該割合を参酌基準として条例で定める 条例に制限の追加：50/100 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

条 例 の 趣 旨 研修室の追加に伴う改正 

条例の主な内容 ● 旧図書館の閲覧室等を研修室として整備することによる追加 

・別表に研修室 6～10を追加する 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

9時～13時 13時～17時 17時～22時
研修室1 1,020円 1,020円 1,330円
研修室2 1,440円 1,440円 1,850円
研修室3 610円 610円 720円
研修室4 510円 510円 610円
研修室5 300円 300円 410円

研修室6 1,770円 1,770円 2,210円

研修室7 360円 360円 460円
研修室8 780円 780円 980円
研修室9 880円 880円 1,100円
研修室10 1,670円 1,670円 2,090円

和室1 300円 300円 410円

和室2 200円 200円 300円
和室3 200円 200円 300円
視聴覚室 1,440円 1,440円 1,740円
工作室 300円 300円 410円
会議室 300円 300円 410円
応接室 410円 410円 510円
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20 議案第２０号 土浦市放課後児童クラブ条例の一部改正について 

        

21 議案第２１号 土浦市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について  

        

  

条 例 の 趣 旨 
藤沢小学校，斗利出小学校，山ノ荘小学校が新治学園義務教育学校に統合されること

に伴う改正 

条例の主な内容 ● 3 小学校の放課後児童クラブを削除し，新治学園義務教育学校の放課後児童クラ

ブを追加 

 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

条 例 の 趣 旨 非常勤消防団員等の損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴う改正 

条例の主な内容 ● 公務災害補償における補償基礎額の扶養親族加算額を改正 

 一般職の職員の給与に関する法律（給与法）の改正（平成 28年 11月） 

 ○平成 29年度以降，扶養手当の支給額を段階的に変更 

・配偶者：13,000円→10,000円→ 6,500円 

  ・子  ： 6,500円→ 8,000円→10,000円 

⇒非常勤消防団員等の損害補償の基準を定める政令（基準政令）の改正 

 ○給与法の扶養手当支給額・支給対象をもとにしている、損害補償の算定の基礎と 

なる額（補償基礎額）の加算額及び加算の対象を改定 

⇒土浦市消防団員等公務災害補償条例の改正 

 ○基準政令に準拠しているため同様の改正 

施 行 期 日  平成 30年 4月 1日 

名称 位置 定員

藤沢小学校第1児童クラブ 土浦市藤沢3057番地 38人

藤沢小学校第2児童クラブ 48人

斗利出小学校児童クラブ 土浦市高岡1367番地 45人

山ノ荘小学校児童クラブ 土浦市本郷301番地 50人

新治学園義務教育学校第1児童クラブ 土浦市藤沢913番地 32人

新治学園義務教育学校第2児童クラブ 32人

新治学園義務教育学校第3児童クラブ 32人

新治学園義務教育学校第4児童クラブ 32人
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第1章　総則
第1条～第4条　（略）

第2章　人員に関する基準
第5条　 介護支援専門員の員数
第6条　 管理者

第3章　運営に関する基準
第7条～第8条　（略）
第9条　 サービス提供困難時の対応
第10条　受給資格等の確認
第11条　要介護認定の申請に係る援助
第12条　身分を証する書類の携行
第13条　利用料等の受領
第14条　保険給付の請求のための証明書の交付
第15条　指定居宅介護支援の基本取扱方針
第16条　指定居宅介護支援の具体的基本取扱方針
第17条　法定代理受領サービスに係る報告
第18条　利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付
第19条　利用者に関する市町村への通知
第20条　管理者の責務
第21条　運営規程
第22条　勤務体制の確保
第23条　設備及び備品等
第24条　従業者の健康管理
第25条～第28条　（略）
第29条　苦情処理
第30条　事故発生時の対応
第31条～第32条　（略）

第4章　基準該当居宅介護支援に関する基準
第33条　準用

22 議案第２２号 土浦市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め
る条例の制定について 

 

条 例 の 趣 旨 
介護保険法の改正に伴い，県が定めていた指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準等を市町村が実施することとされたことによる制定 

条例の主な内容 ● 国の基準に沿った条例の制定 

○居宅介護支援等の事業に関する次の事項について規定 

・指定に関すること  ・人員に関する基準  ・運営に関する基準 

 

 

 

 

＜条例の構成＞ 

 

施 行 期 日  

平成 30年 4月 1日（第 16条第 20号※は平成 30年 10月 1日） 

※第 16条第 20号：居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護を位置

付ける場合における規程 

居宅介護支援とは… 

在宅の要介護者が，介護サービス等を適切に利用できるよう居宅サービス計画（ケ

アプラン）を作成し，居宅サービス計画に基づく介護サービス等の提供が確保され

るよう介護サービス事業者等への紹介，連絡，調整その他の便宜の提供を行う事業 
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【予算 １０件】                        

１  議案第２３号 平成３０年度土浦市一般会計予算 

２  議案第２４号 平成３０年度土浦市公共用地先行取得事業特別会計予算 

３ 議案第２５号 平成３０年度土浦市駐車場事業特別会計予算 

４ 議案第２６号 平成３０年度土浦市国民健康保険特別会計予算 

５ 議案第２７号 平成３０年度土浦市後期高齢者医療特別会計予算 

６ 議案第２８号 平成３０年度土浦市介護保険特別会計予算 

７ 議案第２９号 平成３０年度土浦市下水道事業特別会計予算 

８ 議案第３０号 平成３０年度土浦市農業集落排水事業特別会計予算 

９ 議案第３１号 平成３０年度土浦市土浦駅前北地区市街地再開発事業特別会計予算 

10 議案第３２号 平成３０年度土浦市水道事業会計予算 

 

 

  

☆予算総括表
（単位：千円）

平成30年度 平成29年度 比　較

 一般会計 51,080,000 53,810,000 △ 2,730,000

 公共用地先行取得事業 622,756 438,530 184,226

 駐車場事業 166,604 258,621 △ 92,017

 国民健康保険 15,834,331 18,891,354 △ 3,057,023

 後期高齢者医療 1,657,824 1,521,977 135,847

 介護保険 11,238,934 10,838,543 400,391

 下水道事業 4,812,538 4,838,477 △ 25,939

 農業集落排水事業 138,391 118,836 19,555

 土浦駅前北地区市街地再開発事業 514,699 968,160 △ 453,461

 水道事業 4,893,923 5,285,502 △ 391,579

 特別会計　計 39,880,000 43,160,000 △ 3,280,000

90,960,000 96,970,000 △ 6,010,000

会　計　別

合　　計　（全会計）

 
特
別
会
計
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一般会計歳入歳出予算
（単位：千円）

平成30年度 平成29年度 比　較

市税 22,397,642 22,452,921 △ 55,279

地方譲与税 458,582 472,770 △ 14,188

各県税交付金 2,768,147 2,726,782 41,365

地方特例交付金 92,915 89,109 3,806

地方交付税 3,943,424 4,281,319 △ 337,895

分担金及び負担金 761,899 669,623 92,276

使用料及び手数料 1,370,048 1,203,644 166,404

国庫支出金 7,617,978 8,572,544 △ 954,566

県支出金 3,309,531 3,212,198 97,333

財産収入 135,455 87,090 48,365

寄付金 325,003 200,003 125,000

繰入金 920,586 901,961 18,625

繰越金 1 1 0

諸収入 1,199,016 1,366,385 △ 167,369

市債 5,737,640 7,532,090 △ 1,794,450

その他 42,133 41,560 573

51,080,000 53,810,000 △ 2,730,000

議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　363,292 373,860 △ 10,568

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,833,279 4,612,850 220,429

民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19,205,032 18,873,010 332,022

衛生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,803,205 5,941,635 △ 138,430

農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　562,944 573,376 △ 10,432

商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　826,821 823,987 2,834

土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,101,332 6,879,183 222,149

消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,822,890 1,908,579 △ 85,689

教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,038,729 8,581,534 △ 3,542,805

公債費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,448,070 5,185,315 262,755

災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,406 6,671 △ 2,265

予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70,000 50,000 20,000

51,080,000 53,810,000 △ 2,730,000

合　　計

区　　　分

歳 入

合　　計

歳 出
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【市道の認定等 ３件】 

１ 議案第３３号 市道の路線の認定について          

1 木田余 213号線 

 

概要 民間会社の開発行為に伴う新設 

延長 24.41ｍ 

幅員 5.00ｍ～9.80ｍ 

 

  

木田余２１３号線

開発区域

土浦第二中学校

位置図 
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２ 議案第３４号 市道の路線の変更について   

1 

 

 

真鍋六丁目 2号線 概要 用途廃止による変更 

 変更前 変更後 

延長 182.08ｍ 158.08ｍ 

幅員 0.00ｍ～0.00ｍ 0.00ｍ～0.00ｍ 

 

  

真鍋六丁目２号線

県立土浦工業高等学校

変更後

変更前

位置図 



22 

 

３ 議案第３５号 市道の路線の廃止について   

1 大岩田 47号線 概要 現況及び公図上に存在しない未供用道路の廃止 

延長 34.20ｍ 

幅員 0.00ｍ 

 

  

大岩田二区コミュニティーセンター

大岩田４７号線

位置図 
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2 桜ケ丘 19号線 

 

概要 付替えにより現道がなくなった認定道路の廃止 

延長 53.34ｍ 

幅員 1.20ｍ 

 

  

国分霊園

桜ケ丘１９号線

位置図 
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【訴えの提起 ２件】  

１ 議案第３６号 訴えの提起について                

市営住宅の滞納家賃の納付及び明渡しを求める訴え(和解を含む)の提起 

訴訟対象者 

 
 

 

 

 

 

 

  

月数 (円）

1 中村住宅 女性 48 土浦市 21 372,900

2 大岩田住宅 男性 30 土浦市 12 271,200

3 西板谷住宅 女性 59 土浦市 21 664,700

住　　宅　　名 住　　　　　　所

滞納金額
(H30.1.16現在）年齢入　居　者

【参考】 

 地方自治法 第 96条 

  普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

  (第 12号以外は省略)  

十二  普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、訴えの提起(普通

地方公共団体の行政庁の処分又は裁決(行政事件訴訟法第三条第二項に規定する処分又は同

条第三項に規定する裁決をいう。以下この号、第百五条の二、第百九十二条及び第百九十九

条の三第三項において同じ。)に係る同法第十一条第一項(同法第三十八条第一項(同法第四十

三条第二項において準用する場合を含む。)又は同法第四十三条第一項において準用する場合

を含む。)の規定による普通地方公共団体を被告とする訴訟(以下この号、第百五条の二、第

百九十二条及び第百九十九条の三第三項において「普通地方公共団体を被告とする訴訟」と

いう。)に係るものを除く。)、和解(普通地方公共団体の行政庁の処分又は裁決に係る普通地

方公共団体を被告とする訴訟に係るものを除く。)、あつせん、調停及び仲裁に関すること。 
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２ 議案第３７号 訴えの提起について     

普通財産の未払賃料及び明渡しまでの賃料相当損害金の納付並びに明渡しを求める訴え(和解を含む)

の提起 

訴訟対象者 

 

  

物　件 B棟

所　在 土浦市荒川沖東二丁目798番33

種　類 店舗

構造及び床面積

　軽量鉄骨造
　亜鉛メッキ鋼板葺２階建
　32.40㎡
  （1階部分16.2㎡を転貸）

賃借人
（転貸人）

未払賃料

転借人 　土浦市　女性

【請求の趣旨】

賃借人
（転貸人）

　組合

　牛久市　男性

　土浦市　女性

・建物Ａ棟及びＢ棟を明け渡すこと。
・未払賃料3,805,400円及び平成29年4月1日から契約解除の効力が生じた
平成30年1月10日までの分の賃料1,057,180円の賃料合計4,862,580円並び
に同金員に対する平成30年1月11日から支払済みまでの年5分の割合によ
る遅延損害金を支払うこと。
・平成30年1月11日から建物Ａ棟明渡し済みまで，転借人と連帯して，1か
月当たり金75,600円の割合による賃料相当損害金を支払うこと。
・平成30年1月11日から建物Ｂ棟のうち1階部分明渡し済みまで，転借人と
連帯して，1か月当たり金37,800円の割合による賃料相当損害金を支払う
こと。
・平成30年1月11日から建物Ｂ棟のうち2階部分明渡し済みまで，1か月当
たり金37,800円の割合による賃料相当損害金を支払うこと。

転借人

・建物Ａ棟を明け渡すこと。
・平成30年1月11日から建物Ａ棟明渡し済みまで，賃借人（転貸人）と連帯
して，1か月当たり金75,600円の割合による賃料相当損害金を支払うこと。

・建物Ｂ棟のうち1階部分を明け渡すこと。
・平成30年1月11日から建物Ｂ棟のうち1階部分明渡し済みまで，賃借人
（転貸人）と連帯して，1か月当たり金37,800円の割合による賃料相当損害
金を支払うこと。

A棟

土浦市荒川沖東二丁目798番25

店舗

　軽量鉄骨造
　亜鉛メッキ鋼板葺１階建
　32.40㎡

　組合
　　 代表者（副会長）　　土浦市　男性

　　　　　　　　　　　　 　　土浦市　男性

　3,805,400円　　【内訳】　平成26年度分　1,083,800円
　　　　　　　　　　　　　　 　平成27年度分　1,360,800円
　　　　　　　　　　　　　　 　平成28年度分　1,360,800円

　牛久市　男性
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平成３０年第１回市議会定例会追加議案 

 

 

 

 

 

【補正予算 ９件】  

１ 議案第３８号 平成２９年度土浦市一般会計補正予算（第６回） 

２ 議案第３９号 平成２９年度土浦市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１回） 

３ 議案第４０号 平成２９年度土浦市駐車場事業特別会計補正予算（第２回） 

４ 議案第４１号 平成２９年度土浦市国民健康保険特別会計補正予算（第２回） 

５ 議案第４２号 平成２９年度土浦市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２回） 

６ 議案第４３号 平成２９年度土浦市介護保険特別会計補正予算（第３回） 

７ 議案第４４号 平成２９年度土浦市下水道事業特別会計補正予算（第３回） 

８ 議案第４５号 平成２９年度土浦市土浦駅前北地区市街地再開発事業特別会計補正予算 

         （第３回） 

９ 議案第４６号 平成２９年度土浦市水道事業会計補正予算（第２回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆予算総括表
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

 一般会計 55,096,925 446,790 55,543,715

 公共用地先行取得事業 438,530 209,232 647,762

 駐車場事業 376,541 △ 9,054 367,487

 国民健康保険 18,881,589 △ 213,272 18,668,317

 後期高齢者医療 1,520,216 67,086 1,587,302

 介護保険 10,945,350 △ 298,468 10,646,882

 下水道事業 4,834,387 △ 78,975 4,755,412

 土浦駅前北地区市街地再開発事業 969,242 △ 55,165 914,077

 水道事業 5,280,614 1,467 5,282,081

 特別会計　計 43,365,305 △ 377,149 42,988,156

98,462,230 69,641 98,531,871

会　計　別

合　　計　（全会計）

 
特
別
会
計



27 

 

 

 

主な補正予算の内容 

【歳入】 繰越金の増 824,874千円 

     地方交付税の増 215,883千円 

     市債管理基金繰入金の減 △240,000千円 

     財政調整基金繰入金の減 △138,464千円 

     荒川沖木田余線整備事業費社会資本整備総合交付金の減 △158,235千円 

【歳出】 財政調整基金積立金の増 500,000千円 

     長期債繰上償還金の増 295,441千円 

 私立認定こども園運営事業の増 187,716千円 

人事院勧告に準拠した給与改定による人件費の増 58,558千円 

     →（参考）一般会計と特別会計を合わせた給与改定所用額 62,600千円 

     荒川沖木田余線（Ⅰ期）整備事業の減 △266,386千円 

  

一般会計歳入歳出予算
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

市税 22,452,921 73,075 22,525,996

地方譲与税 472,770 13,415 486,185

各県税交付金 2,726,782 9,272 2,736,054

地方特例交付金 89,109 △ 6,236 82,873

地方交付税 4,281,319 215,883 4,497,202

分担金及び負担金 962,395 1,508 963,903

使用料及び手数料 1,212,189 △ 432 1,211,757

国庫支出金 9,442,077 △ 164,185 9,277,892

県支出金 3,346,263 26,482 3,372,745

財産収入 87,090 10,508 97,598

寄付金 375,418 3,064 378,482

繰入金 642,485 △ 399,336 243,149

繰越金 71,525 824,874 896,399

諸収入 1,368,632 △ 52,804 1,315,828

市債 7,524,390 △ 108,298 7,416,092

55,096,925 446,790 55,543,715

議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　375,033 1,319 376,352

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,715,962 463,817 5,179,779

民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,919,365 147,933 19,067,298

衛生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,977,544 △ 70,508 5,907,036

農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　580,006 △ 31,058 548,948

商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　823,993 △ 19,052 804,941

土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,987,970 △ 161,525 7,826,445

消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,922,845 7 1,922,852

教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,552,221 △ 178,705 8,373,516

公債費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,185,315 294,708 5,480,023

災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,671 △ 146 6,525

55,096,925 446,790 55,543,715

合　　計

区　　　分

歳 入

合　　計

歳 出
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平成３０年第１回市議会定例会最終日追加議案 

 

 

 

 

 

【人 事 ２件】(最終日：追加議案)              

 

１ 議案第４７号 土浦市教育委員会委員の任命の同意について 

 

２ 議案第４８号 土浦市公平委員会委員の選任の同意について 

 

 

 

 

 

 

 


